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プロジェクト概要
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出典：資源エネルギー庁

気象調査に要する期間を1/2以下に短縮する
とともに、費用を1/2～1/3に低減させる。

研究開発項目①

気象調査代替手法の研究開発

研究開発項目②

新たな大気拡散予測手法の研究開発

気象モデルの出力を活用した拡散予測手法を
開発。２４時間値の予測を可能にする。

地熱発電所の環境アセスでは、通年の気象観測（地上・高層）が実施されるが、

発電所の規模に比べて多大な費用を要している。また、気象調査完了後に硫

化水素等の拡散予測を行うため、アセス期間の長期化につながっている。

WHOの健康影響に対する硫化
水素濃度の指針値（24時間平
均値）との比較が可能な濃度

電源のない山間部での観測、
冬季積雪時の観測など、現地
調査には様々な課題がある。



気象調査代替手法のイメージ
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調査結果の整理

硫化水素拡散予測
（年間平均風速、年間最大風速、夏季最大気温、冬
季最低気温、最多風向、風向出現頻度）

白煙予測（景観）
（対象期間の平均風速、気温、相対湿度）

着氷予測（樹木影響）
（冬季の風速・風向・気温・相対湿度・大気安定度
の時系列データ）

気象モデルの実行（1年間）
風速、風向、気温、相対湿度、日射量、放射収
支量、高層の風速・風向・気温

CFDモデル※によるダウ
ンスケーリング
風向・風速の高精度化環境影響評価書の作成

機械学習による地上風速・
風向の補正
風向・風速・相対湿度の高精度化

or

代替
気象調査代替手法現地調査

地上気象調査（1年間）
風速、風向、気温、相対湿度、日射量、
放射収支量

高層気象調査（1週間×4季節）
風速、風向、気温

山間部の複雑な気流場を気象
モデルのみで精度良く再現す
るのは困難

※数値流体力学モデル



気象モデルの妥当性確認と最適化
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• 気象モデルWRFをベースとして、気象モデルの最適な設定を検討し、観測

値との比較により妥当性を確認

• 当初は地上風速の過大評価傾向が見られたが、森林の運動量粗度の最適

化により改善

A地点 B地点

C地点 D地点

4地点を対象に検証。
各地点1年間の再現計
算を実施

森林の運動量粗度(z0)の最適化により、風速再現精度
が大幅に改善

風速の過大評価
が改善

最小格子サイズ300m

z0の分布

樹高×0.1

風速時系列



気象モデルの妥当性確認と最適化
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各気象変数に対する再現精度を定量的に評価し、気象モデルの適用性を確認

変数
気象モデルの

再現精度
用途

風速 良好
H2S、白煙、着氷予測の入力

大気安定度の算出

風向

地点に依存
高度50 m以上は

良好

H2S予測の風向（最多など）

着氷予測の入力

気温
過小評価傾向だが

良好
H2S、白煙、着氷予測の入力

相対湿度 地点に依存 白煙、着氷予測の入力

日射量
過大評価傾向だが

良好
大気安定度の算出

放射収支量 過小評価傾向 大気安定度の算出

大気安定度 良好
硫化水素拡散予測の大気安
定度条件

ー 観測
ー 気象モデル

地上風向は気象モデル
単体での再現が困難。機
械学習との併用を検討

風速 風向

気温

相対湿度

日射量 放射収支量

各気象変数に対する整理
各気象変数の時系列

拡散予測への適用性は後述



機械学習モデルによる補正
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拡散予測で特に重要となる風速・風向・相対湿度に対して、機械学習による補

正方法を確立。１か月間の観測が必要となるが、観測期間は大幅に短縮。

気象モデルの出力 ＋ １か月間の現地観測データ

機械学習により残り11か月分のデータを予測

風速 風向出現頻度

相対湿度

ー 観測
ー 気象モデル
ー 機械学習

機械学習による補正結果

機械学習の適用により、
基本的に再現精度は向上

A地点 B地点

C地点

D地点

気象モデルは
改良前の結果

道岡ら, 深層学習による複雑地形上の地上風速推定 (2024)



観測時期（学習月）の影響
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学習に用いる観測データ取得時期の影響を確認。風速については、高風速と

なる時期が学習に適している。

学習月別1)の風速再現精度

バイアス

青字は月平均風速が年平均風
速よりも小さい月。気象庁の
データなどから事前に確認可

風速の低い月は風速
を過小評価する傾向

学習月

風向出現頻度

学習月別の風向再現精度

風
向
出

現
頻

度
の
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致

度
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k
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re
）

良好↑

風向は学習月への依
存性が小さく、いずれ
の月であっても再現
精度が良好

1) ある学習月のデータに
より構築した機械学習モ
デルにより、１年分の予測
を行った場合の精度

ー 観測

B地点 D地点



拡散予測への適用性確認
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現地調査および気象調査代替手法に基づく硫化水素拡散予測を実施。硫化

水素拡散予測に対する気象調査代替手法の適用性は高いことを確認。

A地点

D地点

D地点

気象モデル風速

観測風速

地表煙軸濃度分布

地表濃度分布

ー 観測風速
ー 気象モデル風速

両入力条件による最
大着地濃度の差は最
大で25%程度と限
定的

地表濃度分布も類似



気象調査代替手法の実施手順と工程
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• １か月間の現地調査を含めても、調査にかかる期間は半減、費用は1/2～

1/3に低減できる見込み。

• 気象調査代替手法の実施手順は、ガイドラインとしてとりまとめる。

既存データ（客観解析値等）から
現地観測時期（学習月）を決定

気象モデルに
よる計算

１か月間の現
地観測

機械学習モデルの
構築と適用

出力結果の整理

実施手順
工程イメージ

実施作業
Year 1 Year 2

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

観測（従来手法）

学習月の選定

観測

気象モデル実行

機械学習による補正

予測対象期間
との重複が必
要早期着手可

気象調査代替手法の予測対象期間



拡散予測手法の整備・開発
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気象モデルの出力を利用し、24時間平均濃度の予測が可能な拡散予測手法

を整備（再現精度・計算負荷に応じた２種類の予測手法）

１年間の計算も可能 地形・建屋影響を精度良く考慮可能

Lakes environmental software

２４時間平均濃度予測CFDモデル２４時間平均濃度予測パフモデル

現行の硫化水素拡散予測モデ
ルは3分程度の短時間平均濃
度を予測するモデル1)

WHOの健康影響に対する硫化水
素濃度の指針値と比較可能な24
時間値予測のニーズ

1) 小野ら,地熱発電所から排出される硫化水素の大気拡散予測のための数値モデル開発 (2017)



拡散予測手法の妥当性確認
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地形特性の異なる発電所2地点
を対象に、硫化水素濃度の長期
連続測定を実施

0.01 ppm0.01 ppm0.01 ppm

0.01 ppm0.01 ppm

観測濃度
観測濃度

モ
デ
ル
濃
度

モ
デ
ル
濃

度

発電所を対象とした現地観測との比較により、拡散モデルの妥当性確認を実

施。開発手法による予測結果は、観測値のおおむね0.5～2倍の範囲に収ま

ることを確認。

実測濃度分布の例

2
4
時
間
平

均
濃
度

24時間平均濃度の比較

CFDモデル

パフモデル

低濃度域を除いて、観測値のおおむね0.5
～2倍の範囲で予測が可能。

→モデルの使い分け等は24時間平均濃度
予測手法の活用ガイドとしてとりまとめる



着氷予測手法の高度化
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着氷成長率の実測値に基づき、着氷予測モデルの改良を実施。実測値のおお

むね0.5～2倍の範囲で、24時間平均着氷成長率の予測が可能に。

着氷成長率の実測

発電所において、画像計測や
凍結検知センサを用いた着氷
観測を実施

画像計測のイメージ

着氷成長率の妥当性確認

①着氷成長率の推定式の改良、②気流乱れの強さ
を考慮した拡散パラメータの最適化により、予測
精度が改善。

2
4
時

間
平

均
着

氷
成

長
率
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m

m
/
h
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まとめ
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◼気象モデルと機械学習手法による気象調査代替手
法を開発し、目標であった現地気象調査にかかる
期間・費用の半減を達成できる見込み

◼24時間平均濃度が予測可能な拡散モデルを整備・
開発し、観測との比較からその妥当性を確認

→これらの予測手法・手順は、ガイドラインとしてと
りまとめ、アセス手法への反映を目指す。
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